
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































国際会計基準 － Illustrative Corporate Financial Statements
国際会計基準 － Illustrative Bank Financial Statements
国際会計基準 － Disclosure Checklist
国際会計基準 － Understanding IAS 29
国際会計基準 － Understanding IAS 39
国際会計基準 － IAS39 Financial Instruments Pocket Guide
国際会計基準 － IAS39 Essential Guide to the Q&As
ヨーロッパの国際会計基準 － IAS 2005 or now？
国際会計 － IASおよび，アメリカの GAAPとイギリスの GAAPの異同
国際的報告のより広範囲な領域に関するもの
監査委員会 － Good Practices for Meeting Market Expectations
報告の進歩 － Good Practices for Meeting Market Expectations
理事会の議題 － Good Practices for Meeting Market Expectations







国際会計基準 － Illustrative Investment Property Financial Statements
国際会計基準 － Illustrative Fund Financial Statements





































IAS 41 農 業
解釈指針
SIC-１ 首尾一貫性 － 棚卸資産についての異なった原価算定方式
SIC-２ 首尾一貫性 － 借入費用の資産化
SIC-３ 関連会社との取引による未実現損益の消去




SIC-９ 企業結合 － 取得か持分の結合かの分類
SIC-10 政府援助 － 営業活動と個別活動の関係のないもの
SIC-11 外国為替 － 激しい通貨下落によって生じた損失の資産化
SIC-12 連 結 － 特別目的事業体
SIC-13 共同支配の事業体－共同支配企業による非貨幣性資産の拠出
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SIC-14 有形固定資産 － 資産項目の減損または減失に対する補償
SIC-15 オペレーティング・リース － インセンティブ
SIC-16 資本金 － 再取得された自己の持分金融商品（自己株式）
SIC-17 持 分 － 資本取引のコスト
SIC-18 首尾一貫性 － 代替的処理方法
SIC-19 報告通貨 － IAS第21号および IAS第29号による財務諸表の
測定および表示
SIC-20 持分法 － 損失の認識
SIC-21 法人所得税 － 再評価された非減価償却資産の回収
SIC-22 企業結合 － 当初に報告された公正価値およびのれんの事後
修正
SIC-23 有形固定資産 － 大規模な検査または修繕のコスト
SIC-24 １株当たり利益 － 株式で決済される可能性のある金融商品
またはその他の契約
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Newsletter of IASB, October 2002, London, p. 1～2.）
４．日本の企業会計基準委員会の設立
日本の財団法人財務会計基準機構（以下，FASFという）は，その内部に，
独立的機関である企業会計基準委員会（以下，ASBJという）を包含する形
で，2001年７月に設立された。
ASBJが設置される契機となったのは，国際会計基準委員会（IASC）が衣
替えし，常勤組織の国際会計基準理事会（IASB）となることが見込まれた
こと（実際の発足は2001年４月）である。企業会計審議会（以下，BACと
いう）のような諮問機関においては，委員はボランティアばかりであり，
IASBのカウンターパートとしての機能が果たせないことが懸念されたため
である。特に，新設される IASB構想によれば，そのボード・メンバーの半
数（７人）は，リエゾン・メンバーと位置付けられ，主要国（リエゾン国と
通称する）の会計基準の設定主体と緊密な連携を取ることが期待されるもの
であった。その中で，日本が主要国の一角を占めるために民間の常勤組織で
ある ASBJの設置は必要不可欠な対応と考えられた。
ASBJを内包する FASFの設立に関しては，設立の必要性，具体的な組織
と運営等についていくつかの提言等が公表された後に，経済団体連合会，日
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本公認会計士協会（以下，JICPAという）等を含む市場関係諸団体で設立準
備が進められた。設置された ASBJの目的には，国際対応の重要性を認識し
て，国内会計基準の開発と並んで，国際基準の開発への貢献が示されている。
日本の会計制度改革は，企業会計審議会（BAC）によって，連結重視，
金融商品会計，退職給付会計等，重要かつ複雑な領域についての基準を短期
間に完成させることで進められていた。これらの基準の完成で，国内基準は
国際的な基準と遜色のないレベルに達したといえたが，国際的な基準自体が
大きく動き出す中で，基準を作る主体を常勤化させるということも，日本の
会計制度改革の新しい方向性だといえるであろう。
５．企業会計基準委員会（ASBJ）の組織
委員会は，常勤３名を含む13名から構成される。委員については，財務諸
表作成者，財務諸表利用者，公認会計士，学者のバランスを取ったメンバー
構成となっている。
委員会での審議において，公表を伴うものは，基準等の最終成果物であっ
ても，または途中経過の論点整理や公開草案であっても，委員総数の60％以
上の賛成をもって可決とする。委員会で審議する原案は，専門委員会の議論
を通じて形成される。
専門委員会はプロジェクトごとに組成され，現在，自己株式等専門委員会，
１株当たり利益専門委員会，金融商品専門委員会，ストック・オプション専
門委員会，リース会計専門委員会等が立ち上げられている。
これらの専門委員会は，プロジェクトの完了とともに解散となるが，これ
らとは別に常設の専門委員会が二つ用意されている。一つは実務対応専門委
員会で，実務対応報告の原案を作成するための専門委員会である。もう一つ
は，国際対応専門委員会で，国内基準の作成に関わるのではなく，IASBの
議論を月次にフォローし，日本のリエゾン・メンバーに日本の見解等をイン
プットし，必要な議論を行う場である。
なお，基準で取り上げるテーマについては，財団内で委員会から独立して
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テーマ協議会が設置され，委員会に対し，提言を行うこととなっている。遅
ればせながら，ASBJによって IASBに対応することになった。
（西川郁生「日本の会計制度改革｣，前掲シンポジウム『日韓の会計制度改
革』パンフレット，34～35頁を参照)。
６．会計基準統合化の現状
前述のように，2002年の秋にみられたアメリカの財務会計基準審議会
（FASB）と国際会計基準理事会（IASB）による会計基準統合への合意は，
世界的な会計ビッグバンの流れをよりいっそう鮮明にしたものだといえる。
それは，近年における証券金融市場のグローバル化と，金融派生商品（デリ
バティブ）を中心とする金融取引の増大，さらには長期的な不況にともなう
不動産価格の低落と為替相場の激変などによって，新しい時価主義会計を招
来するにいたった。
すでにヨーロッパ連合（EU）は，2002年６月に EUの上場企業約７千社
をして2005年１月から IASによる連結財務諸表の作成を義務づけたし，時
価会計・減損会計なども IASに従う国が増加している。このように国際的
な統合化が進行するなかで，その統合に正式に参加していない国は，日本，
サウジアラビア，スイス，アイスランドの４か国だけであるといわれている。
とりわけ日本は，国際的な流れに抗しきれずに「会計ビッグバン」にふみ
切り，1999年４月には連結財務諸表における子会社と関連会社の範囲の見直
し，連結資金フロー計算書の作成基準の設定，税効果会計などをスタートさ
せた。翌2000年春には退職給付会計の導入，金融商品（金融資産，金融負債，
デリバディブに係る契約）の一部を時価評価させ，2001年４月には持ち合い
株式の時価評価を決定した。さらに今後は，企業結合会計の公開草案と固定
資産について含み損の処理を義務づける減損会計の導入（金融庁の実施予定
は2005年から）が課題となっている。
しかし，長期にわたる景気の低迷と日本の商慣習の相違などにより，国際
会計基準への統合に対する懸念もあり，日本が世界的な潮流から取り残され，
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孤立する場合も考えられるが，それは日本にとって先進国らしからぬ新たな
選択を強いることになるかもしれない。(徐龍達・記）
（SUH Yong-Dal／経営学部教授／2002年12月10日受理）
（おかだ・めぐみ／大学院経営学研究科博士前期課程）
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